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西監発第５２号 

平成２５年９月９日 

 

 

 

西宮市長  河 野 昌 弘 様 

 

 

 

西宮市監査委員  亀 井   健 

同     鈴 木 雅 一 

同     上 田 さち子 

同     町 田 博 喜 

 

 

 

西宮市財政健全化等審査意見の提出について 

 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第22条第１項の規定により、平

成24年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率（食肉センター特別会計）について審

査した結果、別紙のとおり意見を提出します。 
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平成24年度西宮市財政健全化等審査意見 

 

第１ 審 査 の 対 象 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第22条第１項の規定によ

り、市長から提出された、平成24年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率（地

方公営企業法非適用会計）並びにそれらの算定の基礎となる事項を記載した書類を対象と

しました。 

 

第２ 審 査 の 期 間 

平成25年７月25日から同年８月21日まで 

 

第３ 審 査 の 方 法 

この財政健全化等審査は、市長から提出された、平成24年度決算に基づく健全化判断比

率及び資金不足比率並びにそれらの算定の基礎となる事項を記載した書類が、適正に作成

されているかどうかを主眼として実施しました。 

審査にあたっては、疑問の点について質問事項をあらかじめ提示し、書面回答を得たう

え、質問会などで関係部局による説明を聴取し、質疑応答を行い、審査を実施しました。 

 

第４ 審 査 の 結 果 

審査に付された下記、平成24年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率並びに

それらの算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと

認められます。 
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記 

健全化判断比率 

（単位：％） 

区   分 24年度 早期健全化基準 財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率 ―  11.25 20.00 

連結実質赤字比率 ―  16.25 30.00 

実 質 公 債 費 比 率 8.5  25.0 35.0  

将 来 負 担 比 率 54.8  350.0 ― 

注１ 実質赤字比率では実質赤字額が、連結実質赤字比率では連結実質赤字額が、それぞれ生じて

いない場合は「―」で表示している。 

２ 将来負担比率は、財政再生基準の対象とされていないため「―」で表示している。 

 

資金不足比率（地方公営企業法非適用会計） 
（単位：％） 

区   分 24年度 経営健全化基準 

食 肉 セ ン タ ー 特 別 会 計 ― 20.0 

注 資金不足額が生じていない場合は「―」で表示している。 

 

 

(参考) 資金不足比率（地方公営企業法適用会計） 
（単位：％） 

区   分 24年度 経営健全化基準 

水 道 事 業 会 計 ― 20.0 

工 業 用 水 道 事 業 会 計 ― 20.0 

中 央 病 院 事 業 会 計 1.1 20.0 

下 水 道 事 業 会 計 ― 20.0 

注 資金不足額が生じていない場合は「―」で表示している。 

 

 

意 見 

平成24年度決算においては、実質赤字額、連結実質赤字額とも生じていないことから、

実質赤字比率、連結実質赤字比率は算定されていません。一般会計等の実質黒字額は38億

2,840万円で、前年度に比べ２億4,886万円増加しています。一般会計等に含まれない特別

会計においても、一般会計からの繰入金や保険料の増などにより国民健康保険特別会計で

10億9,732万円増加するなど、黒字額は大幅に増加しています。中央病院事業会計では資金

不足額が発生しましたが、工業用水道事業会計や下水道事業会計で資金剰余額が増加した

ことから、企業会計においても黒字額が増加しており、連結実質赤字比率の対象となる会

計全体では、実質黒字額は117億6,513万円で、前年度に比べ14億8,628万円増加しています。 
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実質公債費比率は8.5％で、前年度に比べ1.3ﾎﾟｲﾝﾄ低下しています。阪神・淡路大震災の

復興事業に係る市債の償還期間が順次終了していることにより地方債の元利償還金は減少

し、土地開発公社への償還が終了したことにより準元利償還金も減少しています。 

将来負担比率は54.8％で、前年度に比べ10.6ﾎﾟｲﾝﾄ低下しています。震災復興事業に係る

市債の償還が進んでいることにより地方債現在高は減少し、下水道事業債残高の減少に伴

い公営企業債等繰入見込額も減少しています。 

債務負担行為に基づく支出予定額や公営企業債等繰入見込額については減少傾向にあり

ますが、地方債残高については、公共施設の耐震化や老朽化対策等の投資的経費の増大な

どによって多額の市債発行が見込まれます。景気の先行きは不透明であり、市税の大幅な

増収は期待できず、歳出では、扶助費などの社会保障関係経費の増加は避けられない状況

となっています。今後とも、将来負担の軽減に留意し、健全な財政運営の確保に努めてく

ださい。 

資金不足比率については、中央病院事業会計で1.1％となっており、経営健全化基準

(20.0％)を下回っているものの、資金不足を生じています。資金不足額は4,530万円で、前

年度の資金剰余額7,065万円と比較すると資金が１億1,596万円減少しています。また、資

金不足解消のため、20年度から22年度に一般会計から長期借入金16億4,100万円を借入れて

いますが、償還が始まる30年度以降、借入金が固定負債から流動負債に振替わることによ

る資金不足比率の悪化と、資金流出による経営の圧迫が懸念されます。今後とも、「西宮市

立中央病院 新・改革プラン」で示された将来の中央病院のあり方と取組み内容を確実に検

証及び実行するなど、資金不足の解消に向けた早急な経営基盤の確立に努めてください。 



  - 5 - 
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１ 健全化判断比率等の対象となる会計等 

健全化判断比率及び資金不足比率の算定対象となる会計等の範囲は、次のとおりです。 
 

西

宮

市 

一 般 会 計 

一
般
会
計
等 

実
質
赤
字
比
率 

連

結

実

質

赤

字

比

率 

実

質

公

債

費

比

率 

将

来

負

担

比

率 

特

別

会

計 

区画整理清算費特別会計 

中小企業勤労者福祉共済事業特別会計 

公共用地買収事業特別会計 

母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 

国民健康保険特別会計 

公

営

事

業

会

計 

 

農業共済事業特別会計  

介護保険特別会計  

後期高齢者医療事業特別会計  

 

公
営
企
業
会
計 

水道事業会計 

資
金
不
足
比
率 

工業用水道事業会計 

中央病院事業会計 

下水道事業会計 

食肉センター特別会計 

一部事務組合 

阪神水道企業団    

丹波少年自然の家    

後期高齢者医療広域連合    

公    社 土地開発公社     

その他市が損失

補償している団

体等 

兵庫県信用保証協会     

阪神福祉事業団     

西宮市住宅整備資金等融資     

注 資金不足比率は各会計ごとに算定されます。 
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２ 健全化判断比率について 

（１）実質赤字比率 

（単位：％） 

区   分 22年度 23年度 24年度 
早期健全 

化基準 

財政再生 

基準 

実 質 赤 字 比 率 ― ― ― 11.25 20.00 

 

実質赤字比率とは、一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で

す。 

実質赤字比率の算定式は、次のとおりです。 

実質赤字比率（－）＝ 
一般会計等実質赤字額 （－） 

 
標準財政規模 96,143,576 千円 

 

一般会計等の実質収支額は、38億2,840万円の黒字となっており、実質赤字額は発生して

いません。 

一般会計等の実質収支額の算定は、次のとおりです。 

（単位：千円） 

会   計 
22年度 

 

23年度 

(A) 

24年度 

(B) 

対前年度増 

減額 (B-A) 

一般会計 3,576,003 3,568,073 3,819,658 251,585 

区画整理清算費特別会計 0 1,215 0 △1,215 

中小企業勤労者福祉共済事業 

特別会計 
4,765 8,068 7,114 △954 

公共用地買収事業特別会計 26,742 2,191 1,635 △556 

母子寡婦福祉資金貸付事業 

特別会計 
0 0 0 0 

計 3,607,510 3,579,547 3,828,407 248,860 

注 この算定に用いる実質収支額は、事業繰越などの取扱いにより、各会計の実質収支額と異なる場合が

ある。 
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標準財政規模とは、地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般

財源の規模を示すもので、その算定は、次のとおりです。 

（単位：千円） 

項   目 
22年度 

 

23年度 

(A) 

24年度 

(B) 

対前年度増 

減額 (B-A) 

標準税収入額等 78,128,504 79,672,423 79,420,370 △252,053 

普通交付税決定額 10,039,515 9,903,797 9,126,362 △777,435 

臨時財政対策債発行可能額 8,196,701 7,663,214 7,596,844 △66,370 

計 96,364,720 97,239,434 96,143,576 △1,095,858 

 

本市においては、22年度決算、23年度決算及び24年度決算ともに実質赤字額は生じてい

ないことから、実質赤字比率は「－」で表示しています。なお、他市のデータが入手可能

な23年度決算においては、すべての中核市（23年４月１日現在。以下同じ。）について、実

質赤字額は発生していません。 

 

（２）連結実質赤字比率 

（単位：％） 

区   分 22年度 23年度 24年度 
早期健全 

化基準 

財政再生 

基準 

連結実質赤字比率 ― ― ― 16.25 30.00 

注 22年度の財政再生基準は経過措置により35％となっている。 

 

連結実質赤字比率とは、一般会計のほか、特別会計（公営企業会計を含む。）を含めた全

会計を対象とした連結実質赤字額の標準財政規模に対する比率です。 

連結実質赤字比率の算定式は、次のとおりです。 

連結実質赤字比率（－）＝ 
連結実質赤字額 （－） 

 
標準財政規模 96,143,576 千円 

 

連結実質収支額は117億6,513万円の黒字となっており、連結実質赤字額は発生していま

せん。 
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連結実質収支額の算定は、次のとおりです。 

（単位：千円） 

会   計 

実質黒字額又は資金剰余額 

22年度 

 

23年度 

(A) 

24年度 

(B) 

対前年度増 

減額(B-A) 

一般会計等  3,607,510 3,579,547 3,828,407 248,860 

一般会計等以外の

特別会計のうち公

営企業に係る特別

会計以外の会計 

国民健康保険 37,083 385,927 1,483,251 1,097,324 

農業共済事業 359 451 344 △107 

老人保健医療事業 0 － － － 

介護保険 128,010 70,704 160,666 89,962 

後期高齢者医療事業 144,316 155,532 183,294 27,762 

公営企

業会計 

法適用

企業 

水道事業 3,224,046 2,940,441 2,640,107 △300,334 

工業用水道事業 1,503,803 1,766,724 2,029,599 262,875 

中央病院事業 270,299 70,658 △45,309 △115,967 

下水道事業 965,162 1,303,874 1,479,872 175,998 

法非適

用企業 
食肉センター特別会計 4,992 4,990 4,903 △87 

計 9,885,580 10,278,848 11,765,134 1,486,286 

注１ 老人保健医療事業特別会計は22年度をもって廃止。 

２ 24年度の中央病院事業の資金不足額は、負数(△)で表示。 

 

本市においては、22年度決算、23年度決算で実質赤字額・資金不足額を生じた会計はな

く、24年度決算では中央病院事業会計で資金不足額が生じましたが、他の会計の実質黒字

額・資金剰余額が大きいため連結実質赤字額は生じていないことから、連結実質赤字比率

は「－」で表示しています。なお、23年度決算においては、中核市のうち１市で連結実質

赤字額が生じたため、連結実質赤字比率が算定されました。 
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（３） 実質公債費比率（３か年平均） 

（単位：％） 

区   分 22年度 23年度 24年度 
早期健全 

化基準 

財政再生 

基準 

実質公債費比率 10.7 9.8 8.5 25.0 35.0 

 

実質公債費比率（３か年平均）

8.5%

9.8%

13.4%
11.8%

10.7%

9.3%10.4% 10.0% 9.7%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

西宮市

中核市平均(単純平均)

 

 

実質公債費比率とは、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規

模に対する比率です。 

単年度では、22年度9.6％、23年度9.5％、24年度6.3％となっています。３か年の実質公

債費比率を平均した結果8.5％となり、早期健全化基準(25.0％)を下回っています。 
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24年度の実質公債費比率（単年度）の算定式は、次のとおりです。 

実質公債費比率 6.3％ ＝ 
(Ａ＋Ｂ) － (Ｃ＋Ｄ) 

 
Ｅ－Ｄ 

 ＝ 
(20,383,010千円＋5,952,993千円)－(6,798,497千円＋14,300,843千円) 

 
96,143,576千円－14,300,843千円 

 

Ａ 地方債元利償還金（一般会計等の公債費の元利償還額） 

Ｂ 準元利償還金（一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のう

ち、公営企業債の償還の財源にあてたと認められるもの等） 

Ｃ 特定財源（都市計画事業の財源として発行された地方債償還額に充当した

都市計画税等） 

Ｄ 元利償還金及び準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

Ｅ 標準財政規模 

 

実質公債費比率（３か年平均）の算定に必要な各項目の数値は、次のとおりです。 

（単位：千円） 

項   目 22年度 23年度 24年度 

Ａ 地方債元利償還金 24,062,865 22,767,318 20,383,010 

Ｂ 準元利償還金 6,864,107 7,670,087 5,952,993 

Ｃ 特定財源 7,052,144 7,004,345 6,798,497 

Ｄ 元利償還金及び準元利償還金

に係る基準財政需要額算入額 
16,105,082 15,654,207 14,300,843 

Ｅ 標準財政規模 96,364,720 97,239,434 96,143,576 
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23年度決算においては、中核市の実質公債費比率（３か年平均）の平均値は9.3％でした。

本市の実質公債費比率は、23年度決算では9.8％と平均値をやや上回っており、中核市41

市の中で低いほうから21番目となっています。 

23年度決算における中核市の実質公債費比率の状況は、次のとおりです。 
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（４） 将来負担比率 

（単位：％） 

区   分 22年度 23年度 24年度 
早期健全 

化基準 

財政再生 

基準 

将 来 負 担 比 率 78.3 65.4 54.8 350.0 ― 

 

将来負担比率

54.8%
65.4%

78.3%
91.8%

100.1%

78.9%
89.7%

99.2%103.8%

0.0%

50.0%

100.0%

150.0%

200.0%

250.0%

300.0%

350.0%

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

西宮市

中核市平均(単純平均)

 

 

将来負担比率とは、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する

比率です。 

将来負担比率は54.8％と、早期健全化基準(350.0％)を下回っています。なお、ストック

指標である将来負担比率では財政再生基準は設定されていません。 

将来負担比率の算定式は、次のとおりです。 

将来負担比率 54.8％ ＝ 
Ａ－Ｂ 

 
Ｃ－Ｄ 

           ＝ 
248,855,342千円－203,968,992千円 

 
96,143,576千円－14,300,843千円 

 

Ａ 将来負担額 

Ｂ 充当可能財源等 

Ｃ 標準財政規模 

Ｄ 元利償還金及び準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 
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将来負担額の算定は、次のとおりです。 

（単位：千円） 

項   目 
22年度 

 

23年度 

(A) 

24年度 

(B) 

対前年度増 

減額 (B-A) 

一般会計等の地方債現在高 174,652,032 170,905,506 165,776,442 △5,129,064 

債務負担行為に基づく支出予定額 16,019,476 13,573,492 12,605,496 △967,996 

公営事業会計の地方債の元金償還に

充てる一般会計等からの繰入見込額 
48,509,599 46,430,248 43,659,153 △2,771,095 

組合等の地方債の元金償還に充てる

市からの負担等見込額 
1,864,829 1,549,978 1,233,843 △316,135 

退職手当支給予定額のうち、一般会計

等の負担見込額 
27,663,004 25,421,995 25,493,131 71,136 

市が設立した一定の法人の負債額等

の一般会計等の負担見込額 
161,377 177,179 87,277 △89,902 

連結実質赤字額 0 0 0 0 

組合等連結実質赤字額相当額のうち、

一般会計等の負担見込額 
0 0 0 0 

計 268,870,317 258,058,398 248,855,342 △9,203,056 

 

地方債の現在高は1,657億7,644万円で、阪神・淡路大震災に関連する事業を実施するた

めに借入れた市債の影響が大きくなっています。 

債務負担行為に基づく支出予定額は126億549万円で、主なものは、北口北東再開発ビル

駐車場整備事業25億1,049万円、北口図書館整備事業20億7,796万円、西宮浜中学校新設事

業(兵庫県企業庁償還金)13億7,436万円、西宮浜小学校新設事業(兵庫県企業庁償還金)12

億8,980万円、公営住宅建設事業(西宮浜4丁目団地)12億2,360万円、北口保健福祉センター

整備事業10億8,951万円となっています。 

企業債等繰入見込額は436億5,915万円で、昭和末期から平成初年頃に集中して下水道整

備を行ったことから企業債が増大し、下水道事業会計に対する繰入見込額は421億4,851万

円となっています。 

退職手当負担見込額は254億9,313万円で、一般会計等が実質的に退職手当を負担する

3,134人が、24度末に自己の都合により退職するものと仮定した場合に支給すべき退職手当

の額となっています。 
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各会計等に係る将来負担額は、次のとおりです。 

（単位：千円） 

区   分 

将来負担額 

地方債の現在

高 

債務負担行為

に基づく支出

予定額 

公営企業債等

繰入見込額 

組合負担等

見込額 

退職手当負担

見込額 

設立法人の

負債額等負

担見込額 

一般会計等 

一般会計 165,285,530 12,605,496   25,493,131  

区画整理清算費特別会

計 
      

中小企業勤労者福祉共

済事業特別会計 
      

公共用地買収事業特別

会計 
347,200      

母子寡婦福祉資金貸付

事業特別会計 
143,712      

一般会計等以外の

特別会計のうち公

営企業に係る特別

会計以外の会計 

国民健康保険特別会計       

農業共済事業特別会計       

介護保険特別会計       

後期高齢者医療事業特

別会計 
      

公営企業

会計 

法適用 

水道事業会計   680,351    

工業用水道事業会計   369    

中央病院事業会計   696,918    

下水道事業会計   42,148,518    

非適用 食肉センター特別会計   132,997    

一部事務組合 

阪神水道企業団    1,175,956   

丹波少年自然の家    57,887   

後期高齢者医療広域連

合 
      

公社 土地開発公社       

その他市が損失補

償している団体等 

兵庫県信用保証協会      11,667 

阪神福祉事業団      75,610 

西宮市住宅整備資金等

融資 
      

計 165,776,442 12,605,496 43,659,153 1,233,843 25,493,131 87,277 

注 退職手当負担見込額は、24年度末退職者を除く全職員(3,385人)のうち、水道事業会計(184人)、工業用水道事業会計(7人)、

下水道事業会計(60人)を除いた3,134人が対象。 
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充当可能財源等の算定は、次のとおりです。 

（単位：千円） 

項   目 
22年度 

 

23年度 

(A) 

24年度 

(B) 

対前年度増 

減額 (B-A) 

充当可能基金額 17,872,502 19,764,079 22,358,680 2,594,601 

充当可能特定歳入 54,214,543 52,274,191 49,211,646 △3,062,545 

 うち都市計画税 48,967,109 47,333,199 44,615,612 △2,717,587 

地方債現在高等に係る基準

財政需要額算入見込額 
133,897,824 132,583,049 132,398,666 △184,383 

計 205,984,869 204,621,319 203,968,992 △652,327 

 

23年度決算においては、中核市の将来負担比率の平均値は78.9％でした。本市の将来負

担比率は、23年度決算では65.4％と平均値を下回っており、中核市41市の中で低いほうか

ら17番目となっています。 

23年度決算における中核市の将来負担比率の状況は、次のとおりです。 
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３ 資金不足比率について 

資金不足比率とは、公営企業の資金不足額を、公営企業の事業規模である料金収入の規模

と比較して、指標化し、経営状況の深刻度を示すもので、この比率が高くなるほど、料金収

入で資金不足を解消するのが難しくなることから、公営企業としての経営状況の判断指標と

して、19年度決算から算定されることとなったものです。 

この比率が、経営健全化基準(20.0％)を超えると、経営健全化計画を策定しなければなら

ないこととなっています。 

24年度決算では、中央病院事業会計において資金不足が生じています。 

 

（１）地方公営企業法適用会計 

（単位：％） 

会 計 名 22年度 23年度 24年度 経営健全化基準 

水 道 事 業 会 計 ― ― ― 20.0 

工 業 用 水 道 事 業 会 計 ― ― ― 20.0 

中 央 病 院 事 業 会 計 ― ― 1.1 20.0 

下 水 道 事 業 会 計 ― ― ― 20.0 

 

法適用会計の資金不足比率の算定式は、次のとおりです。 

資金不足比率 ＝ 
資金の不足額 

 
事業の規模 

 

資金不足額 ＝（流動負債＋建設改良費等以外の企業債残高－流動資産） 

      －解消可能資金不足額 

      ※流動負債及び流動資産は、算定基準による控除額を除いた額 

事業の規模 ＝ 営業(医業)収益の額－受託工事収益の額 
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区分の説明 
 

ア 

 

① 流動負債 決算における貸借対照表上の流動負債の額 

② 控除未払金等 貸借対照表に計上されている一時借入金及び未払

金のうち、建設改良費に係るものであって、その支

払財源に充てるために、翌年度に地方債を起こすこ

ととしているものの額 

③ 控除額 

 

連結実質赤字額の算定上、現金会計である他会計

との間で生じる重複額 

イ  算入地方債の現在高 建設改良費以外の経費の財源に充てるために起こ

した地方債の当該年度における残高 

ウ ④ 流動資産 決算における貸借対照表上の流動資産の額 

⑤ 控除財源 当該年度において執行すべき事業に係る支出予算

の額のうち、翌年度に繰越した事業の財源に充当す

ることができる特定の収入で、当該年度に収入され

た部分に相当する額 

⑥ 控除額 連結実質赤字額の算定上、現金会計である他会計

との間で生じる重複額 

エ  解消可能資金不足額 事業の性質上、事業の開始後一定期間に構造的に

資金の不足額が生じる等の事情がある場合におい

て、資金の不足額から控除する一定の額 

資金不足が生じていないときは算定不要 

オ  営業収益の額 決算における営業収益の額 

カ  受託工事収益の額 決算における受託工事収益の額 
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資金不足比率の算定は、次のとおりです。 

   水道事業会計 

                                                              (単位：千円・％)  

区   分 22年度 23年度 24年度 

Ａ 資金の不足額  (ア＋イ)－(ウ＋エ) 

   △は資金剰余 
△3,224,046 △2,940,441 △2,640,107 

 ア 流動負債 ①－②－③ 1,887,444 1,924,486 1,899,253 

 ① 流動負債 1,896,066 1,934,050 1,909,655 

② 控除未払金等 0 0 0 

③ 控除額 8,622 9,564 10,402 

イ 算入地方債の現在高 0 0 0 

ウ 流動資産 ④－⑤－⑥ 5,111,490 4,864,927 4,539,360 

  

 

 

④ 流動資産 5,111,490 4,864,927 4,539,360 

⑤ 控除財源 0 0 0 

⑥ 控除額 0 0 0 

エ 解消可能資金不足額 0 0 0 

Ｂ 事業の規模 (オ－カ) 9,308,016 9,132,688 9,039,210 

 オ 営業収益の額 9,330,899 9,140,379 9,041,994 

カ 受託工事収益の額 22,883 7,691 2,784 

資金不足比率 Ａ／Ｂ×100 

    資金不足額がない場合「△」表示 
△34.6 △32.2 △29.2 

 

 

工業用水道事業会計 

                                                               (単位：千円・％)  

区   分 22年度 23年度 24年度 

Ａ 資金の不足額  (ア＋イ)－(ウ＋エ) 

   △は資金剰余 
△1,503,803 △1,766,724 △2,029,599 

 ア 流動負債 ①－②－③ 51,418 36,256 33,681 

 ① 流動負債 51,418 36,287 33,703 

② 控除未払金等 0 0 0 

③ 控除額 0 31 22 

イ 算入地方債の現在高 0 0 0 

ウ 流動資産 ④－⑤－⑥ 1,555,221 1,802,980 2,063,280 

 

 

 

④ 流動資産 1,555,221 1,802,980 2,063,280 

⑤ 控除財源 0 0 0 

⑥ 控除額 0 0 0 

エ 解消可能資金不足額 0 0 0 

Ｂ 事業の規模 (オ－カ) 563,808 570,528 507,773 

 オ 営業収益の額 563,808 570,872 508,550 

カ 受託工事収益の額 0 344 777 

資金不足比率 Ａ／Ｂ×100 

    資金不足額がない場合「△」表示 
△266.7 △309.7 △399.7 
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中央病院事業会計 

                                                              (単位：千円・％)  

区   分 22年度 23年度 24年度 

Ａ 資金の不足額  (ア＋イ)－(ウ＋エ) 

   △は資金剰余 
△270,299 △70,658 45,309 

 ア 流動負債 ①－②－③ 668,976 557,191 666,054 

 ① 流動負債 668,976 557,191 666,054 

② 控除未払金等 0 0 0 

③ 控除額 0 0 0 

イ 算入地方債の現在高 0 0 0 

ウ 流動資産 ④－⑤－⑥ 939,275 627,849 619,979 

 

 

 

④ 流動資産 939,275 627,849 619,979 

⑤ 控除財源 0 0 0 

⑥ 控除額 0 0 0 

エ 解消可能資金不足額 0 0 766 

Ｂ 事業の規模 (オ－カ) 3,865,253 3,955,026 3,951,531 

 オ 医業収益の額 3,865,253 3,955,026 3,951,531 

カ 受託工事収益の額 0 0 0 

資金不足比率 Ａ／Ｂ×100 

    資金不足額がない場合「△」表示 
△7.0 △1.8 1.1 

 

 

下水道事業会計 

                                                               (単位：千円・％)  

区   分 22年度 23年度 24年度 

Ａ 資金の不足額  (ア＋イ)－(ウ＋エ) 

   △は資金剰余 
△965,162 △1,303,874 △1,479,872 

 ア 流動負債 ①－②－③ 1,855,723 4,733,035 3,164,270 

 ① 流動負債 1,855,761 4,733,035 3,164,270 

② 控除未払金等 0 0 0 

③ 控除額 38 0 0 

イ 算入地方債の現在高 0 0 0 

ウ 流動資産 ④－⑤－⑥ 2,820,885 6,036,909 4,644,142 

 

 

 

④ 流動資産 2,820,885 6,036,909 4,644,142 

⑤ 控除財源 0 0 0 

⑥ 控除額 0 0 0 

エ 解消可能資金不足額 0 0 0 

Ｂ 事業の規模 (オ－カ) 8,549,341 8,297,654 8,135,462 

 オ 営業収益の額 8,583,633 8,331,825 8,169,288 

カ 受託工事収益の額 34,292 34,171 33,826 

資金不足比率 Ａ／Ｂ×100 

    資金不足額がない場合「△」表示 
△11.3 △15.7 △18.2 
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（２）地方公営企業法非適用会計 

（単位：％） 

会 計 名 22年度 23年度 24年度 経営健全化基準 

食 肉 セ ン タ ー 特 別 会 計 ― ― ― 20.0 

 

法非適用会計の資金不足比率の算定式は、次のとおりです。 

資金不足比率 ＝ 
資金の不足額 

 
事業の規模 

 

事業の規模 ＝ 営業収益に相当する収入の額 － 受託工事収益に相当する

収入の額 

 

 

資金不足比率の算定は、次のとおりです。 

食肉センター特別会計 

（単位：千円・％） 

項      目 22年度 23年度 24年度 

Ａ 資金の不足額 ①－②＋③  

△は資金剰余額 
△4,992 △4,990 △4,903 

 歳         出   ① 302,623 309,928 295,393 

 歳         入   ② 307,615 314,918 300,296 

 翌年度に繰り越すべき財源  ③ 0 0 0 

Ｂ 事業の規模 136,043 130,635 141,153 

資金不足比率  Ａ／Ｂ×100 

資金不足額がない場合｢△｣表示 
△3.6 △3.8 △3.4 

 

 


